
大阪府大阪市（指定都市）

１市の概要（平成30年度）

人口

保護率

人

％

2,716,989

5.17

認定就労訓練事業
就労訓練推進事業を活用した取組

・幅広い職種、業種の就労訓練等が可能となり、利用者の選択肢が広がった。
・利用者の訓練ぶりが評価され、その訓練事業所で一般雇用につながった。
・初めて利用者を受け入れる認定就労訓練事業所においては、就労支援プロ
グラム等の後方支援により円滑な就労訓練の実施につながった。

６取り組んで良かったこと

５事業実施ポイント ～就労訓練事業のサポート～

事業所開拓以外にも、①認定就労訓練事業所と利用者の
マッチングやアセスメントへの参画（自立相談支援機関の
後方支援）や、②就労支援プログラムの作成支援（認定就
労訓練事業所の後方支援）等を効果的に実施。

Point

実施方法 委託 （単年度契約、公募型プロポーザル方式）

事業費 3,413千円

課題・対応

【課題】
・行政区毎の認定就労訓練事業所数に偏りがある。また、「福祉
サービスの補助作業」等、業種や職種が限定的であり、利用者の
ニーズに合致していない。

【対応】
・認定就労訓練事業所の拡大と事業の利用促進を目的に、就労支援
のノウハウを有している事業者に委託。

事業概要

キャリアコンサルタントや職業紹介責任者などの資格を持った就労
訓練事業所育成員 ５名配置
・事業者向け広報や、事業所訪問等により、多職種、多業種及び
24行政区に設置を目指し、事業所開拓を実施。

・認定就労訓練事業所と利用者のマッチングや、就労支援プログ
ラムの作成支援等を実施。

その他
特記事項

・平成30年度からは、就労準備支援事業と就労訓練推進事業を「就労
チャレンジ事業」として一体的に実施。

・これにより、アセスメントから参画し、支援方針の検討に加わり、就
労準備支援事業の利用から認定就労訓練事業の利用まで連続的かつ包
括的な支援が可能となり、利用者に対する支援効果も期待できる。ま
た、就労準備支援事業の就労体験先と認定就労訓練事業所の開拓を一
体的に実施。

３実施方法について（30年度）

４事業実績（H30年度）２支援状況調査（H30年度）

新規相談受付件数人口１０万人当たり
(件）

プラン作成件数人口１０万人当たり(件）

就労支援対象者数人口１０万人当たり
(件）

就労・増収率(％）

25.7一月当たり

一月当たり

一月当たり

5.6

3.2

41.3
※24区役所受付件数分のみ

 

           

                  

             

               

           

            

           

            

             

                 

                

                

               

               

                   

                

              

               

              

              

                

                

            

 

 

① 
② 

対象者 

自立相談

支援機関 

就労訓練

事業所 

就労訓練推進

事業受託者 

① 

② 

認定就労訓練事業所数 就労訓練利用者

70 29名


